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• キャリア教育・職業教育

• 女性のライフプランニング支援総合推進事業

• 教育費負担の軽減

• 外国人の子どもへの就学支援

新たな経済社会の潮流の中で生活困難を抱える男女
 に関連する文部科学省の施策
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小学校
・

中学校
・

高校

大学
・

専修学校

～平成2１年度政府予算の概要～

小・中学校の発達段階に応じた組織的・系統的なキャリア教育プログラムの開発にかかる

 
調査研究を実施する

・発達段階に応じたキャリア教育支援事業（０.６億円）

職業意識の涵養を図るため、高等学校と連携した意識啓発のための職業教育の実施

・専修学校・高等学校連携等職業教育推進プラン（1.5億円）

・高等学校におけるキャリア教育の在り方に関する調査研究（1.0億円）

高等学校（特に普通科）におけるキャリア教育の在り方や、キャリア教育に専門的知識を有

 
する人材の活用方法の検討、高卒者及び中退者への支援の在り方について調査研究

勤労観・職業観の育成、技術・技能の習得、自立した人間としての成長

真に自立し社会に貢献する若者等の育成

特色ある取組を行う専門高校等への支援を行い、地域社会を担う専門的職業人を育成

・目指せスペシャリスト（スーパー専門高校）（1.１億円）

・地域産業の担い手育成プロジェクト（３.４億円）
専門高校と地域産業界が連携し、ものづくりや食・くらしを支え、地域産業を担う専門的職業

 
人を育成するための取組を関係省庁と共同で実施

○社会人の学び直しニーズ

 対応教育推進プログラム

 （17.6億円）

社会人の学び直しニーズに対応す

 
るため、大学等の教育研究資源を活

 
用した、社会人等の再就職・キャリア

 
アップに資する学習機会を提供

大学等において、産学連携による実践的な環境下での教育プログラムの開発を通じた、実践

 
型人材を育成

・産学連携による実践型人材育成事業（５.１億円）

「学び直し」の機会の提供各学校段階を通じた体系的なキャリア教育・職業教育の推進

各学校における各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間等を通じた指導 ○専修学校等を活用した就業

 能力向上支援事業

 （5.4億円）

若者等の就職困難者の再就職を支

 
援するため、就業能力の向上に資する

 
学習機会の提供等を行う

キャリア教育・職業教育について（１） ２



○経済のサービス化の進展など産業構造が変化
○終身雇用・年功型賃金・新卒一括採用の変化、非正規雇

用の増加など就業構造が変化
○団塊世代の退職や国際競争の激化等に伴い、ものづくり

等の人材育成が課題になる一方、企業内訓練は縮小

○180万人を超えるフリーター、60万人を超える若年無業者

○中卒で約７割、高卒で約５割、大学等卒で約４割が就職後
３年以内に離職

○学生・生徒の興味・関心、進路等が多様化
（例えば、専門高校からも４割以上が高等教育機関に進学）

○教育基本法（H18.12改正）：「教育の目標」として、「職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養う」ことを規定
○教育振興基本計画（H20.7閣議決定）：「特に重点的に取り組むべき事項」として、「キャリア教育・職業教育の推進」を明示

○学校から社会・職業への円滑な移行に必要な基礎的・汎用的能力の明確化と、発達段階に応じた体系的な
キャリア教育の在り方

○普通科・専門学科・総合学科といった学科を超えて多様化する生徒のニーズに応じた職業教育の在り方
（例えば、高等教育との接続の円滑化、専攻科の位置づけ）

○職業に関する知識・技能の高度化が求められる中での各高等教育機関における職業教育の在り方

（例えば、職業教育に特化した新たな高等教育機関の創設）

今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について、中央教育審議会に諮問

初等中等教育から高等教育を通じ、中長期的視点から、以下の点を中心に幅広く検討

経済・社会の現状 若者の現状

○

 

後期中等教育から高等教育にかけ、学校から社会・職業への円滑な移行に向けた対応が課題に
○

 

特に高等教育においては、職業に関するより実践的かつ高度な知識・技能の育成が課題に

中央教育審議会では、総会直属の「キャリア教育・職業教育特別部会」を設置し、審議中

キャリア教育・職業教育について（２） ３



○出産を機に約７割の女性が退職し、また、家庭の状況により就業を中断する女性も多い。
○女性の働き方の希望をみると、子どもが小さな時期は働きたくないという人もいるが、子どもが中学生以上では９割の人が働くことを希望している。

一方、現状をみると、働いていない人が多く、働き方も多くがパート・アルバイトに集中しており、希望との間にギャップがみられる。

現状

○それぞれの女性が長期的な視点に立って、就職・結婚・妊娠・出産といったライフイベントを視野に入れ、自らの人生設計を行うことができるような
支援が必要。

○高校・大学など学生時代から、社会人になり、老後を迎えるまで、人生の節目に、必要に応じて支援を受けることができるよう、行政や大学、企業、
ＮＰＯ等による支援体制を整備することが必要。

課題

女性のライフプランニングに関する意識形成等を促進

女性が社会で活躍するに当たり、主体的な働き方を選択していくことができるよう、多様な選択肢の存在や、ワーク・ライフ・バランス

 
に関する情報を提供することにより、女性が自己の可能性やライフステージ別の自己イメージを若い時期から持てるよう支援。

【ニーズ把握】 【連携・協力】 【情報提供】 【学習支援】

各ライフステージごと

 
の支援ニーズを把握

 
する。

地域の実情に応じ

 
て、行政、男女共

 
同参画センター、大

 
学、企業、ＮＰＯ等

 
の取組の情報を収

 
集・整理し、連携・

 
協力を図る。

必要な対象層に確実

 
に情報が届くよう工夫

 
して情報を提供する。

各ライフステージの

 
ニーズに合致した、

 
長期的な視点に立っ

 
た女性のライフプラ

 
ンニングを支援する

 
講座等を実施する。

女性のライフプランニング支援
総合推進委員会（文科省）

ワークショップ
（各地域の取組の共有化）

地域における試行的実施（全国９地域において支援体制整備）

ライフステージ（例）

ライフステージ：学生
就職する前の女子学生

ライフステージ：就職
結婚・出産等で就業継

 
続を迷っている女性

ライフステージ：出産・子育て
出産等で離職し、将来に漠然とした

 
不安を感じている子育て中の女性

◎連絡協議会
（男女共同参画ｾﾝﾀｰ

 
が中心）

地域の人 家庭

保育等の協力

インターンシップ

社会参加に向けた準備

社員の派遣

民間企業等

～女性が自己の可能性に気づき、ライフステージ別の自己イメージを持てるようなライフプランニングの実現～

女性のライフプランニング支援総合推進事業（１）
２１年度予定額

 

２４，５６９千円（新規）

４



自治体
ﾗｲﾌｲﾍﾞﾝﾄごとの手続き・通知等

 
を活用した情報提供・ﾆｰｽﾞ把握

大学

男女共同

 参画セン

 ター

企業

ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝを踏まえた専門教育・

 
ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞのための情報提供

ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝ設計・再就業・

 
経済自立支援

ﾗｲﾌｲﾍﾞﾝﾄを踏まえたｷｬﾘｱﾌﾟﾗﾝ設

 
計・ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修

すべて

 
の女性

学生・
社会人

主婦・
社会人

社員

＜キャリア意識形成＞ ＜継続的再就職支援＞

＜子育て期・後のライフプラン設計＞

＜スキルアップ＞

＜企業支援＞

＜継続的職業教育＞ ＜社会人講座＞

＜両立支援とキャリアプランニング＞

＜社内制度情報の提供＞

ライフイベント時の接点を活用した学習支援情報の提供

・女性労働の現状と課題、両立の問題などを
踏まえて長期的プランニングの支援

・中額・高校、企業等との連携

・学び直し（再就職）講座、シニア向け講座等

・両立可能な雇用環境モデルの構築

・大学生のインターンシップ受け入れ
・イベント・講座

・女性の実状、地域・企業の支援情報
・学習・能力開発
・地域のﾈｯﾄﾜｰｸ作り

・他機関と連携した再就職講座

・コミュニケーション能力向上

＜介護期・後のライフプラン＞

・学習・能力開発
・ﾈｯﾄﾜｰｸ作り

＜老後に向けた生活再設計、

 
こころとからだの健康＞

・キャリア形成のための研修
・社内ネットワーク作り

・ロールモデル・メンター・両立支援・育児休業支援・再雇用等

中心

連携

連携

連携強化

成
人

就
職

結
婚

出
産

出
生

育
児

介
護

老
後退職転職 離職 再就職

成人式通知 年金手続き 婚姻届
母子手帳交

 
付・出生届

乳幼児・

 
就学時健

 
診

親の介護

 
認定 年金受給

＜対象＞

＜女性研究者・学生支援＞

ＮＰＯ 市民 ＜子育て支援＞

・子育て支援・託児付講座

＜地域活動＞・地域ﾈｯﾄﾜｰｸ作り等
＜青少年育成＞

・職業体験・社会経験

連携

活動を通じた情報提供・ﾆｰｽﾞ把握

＜介護支援＞

・介護支援・ケア付講座

大
学

高
校

＜選択に必要な情報・研修

＜学生支援＞

＜新人研修＞

・インターンシップ受け入れ

＜キャリア採用・再雇用＞
・インターンシップ

・研修

＜退職後生活支援＞

離
婚

＜夫婦・家族のライフプラン設計＞

女性のライフプランニング支援総合推進事業（２）
～地域における支援体制の整備（概念図）～
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22.6%

25.5%

45.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自分の自由な時間が
なくなること

子どもが小さいときの子育てに
お金がかかること

子どもの将来の教育に
お金がかかること

67.7%

45.8%

44.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

児童手当の引き上げ

医療費の無料化

幼稚園費等の軽減

内閣府「社会意識に関する世論調査」（平成20年2月）

内閣府「少子化社会対策に関する子育て女性の意識調査」（平成17年3月）

◆ 子育てのつらさの内容◆ 少子化対策で特に期待する政策

内閣府「少子化対策に関する特別世論調査」（平成21年2月）

◆ 少子化対策として望ましい経済的支援措置

65.9%

38.0%

21.6%

17.5%

83.5%

6.1%

20.0%

27.8%

78.7%

18.2%

24.6%

21.9%

75.0%

40.1%

26.5%

17.9%

54.0%

49.2%

18.2%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

子育てや教育にお金が
かかりすぎるから

高年齢で生むのは
いやだから

これ以上、育児の心理的、
肉体的負担に耐えられないから

自分の仕事（勤めや家業）に
差し支えるから

全体

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～49歳

国立社会保障・人口問題研究所「第13回出生動向基本調査」（平成18年6月）

◆ 予定子ども数が理想子ども数を下回る理由

58.5%

54.6%

54.6%

51.9%

46.0%

39.2%

32.1%

31.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

仕事と家庭の両立支援と

働き方の見直しの促進

子育てにおける経済的

負担の軽減

妊娠・出産の支援

子育てのための安心、

安全な環境整備

地域における子育て支援

生命についての大切さ、家庭の

役割についての理解促進

若者の自立とたくましい子ども

の育ちの推進

子どもの健康の支援

妻
の
年
齢
別

● 教育費負担の重さが子育てに対する不安の要素の一つ。
● 次代を担う子ども・若者をはぐくむ上での不安の解消に向けた取組が不可欠。

教育費負担の軽減について（１）

子育てに関する各種世論調査の概要

６



○各国の政府支出に占める教育支出の割合 ○教育投資における一人当たり公財政支

 
出

（米ドル）

教育費の国際比較

9.3
9.79.7

10.6
10.910.911.1

11.411.5
11.911.912.112.312.512.612.612.712.7

13.513.7
14.0

14.5
14.9

15.315.5
16.0

18.0

19.419.5

23.4

13.2

9.5

0

5

10

15

20

25

イ
タ

リア

日
本

ドイ
ツ

チ
ェコ

フ
ラ

ン
ス

オ
ー

ス
トリア

ハ
ン

ガ
リー

ス
ペ

イ
ン

ポ
ル

トガ
ル

オ
ラ

ン
ダ

イ
ギ

リス

ロ
シ

ア

ベ
ル

ギ
ー

カ
ナ

ダ

フ
ィン

ラン
ド

ス
ウ

ェ
ー

デ
ン

ポ
ー

ラ
ン

ド

ス
ロ

ベ
ニ

ア

ス
イ

ス

イ
ス

ラ
エ

ル

ア
メリカ

ア
イ

ル
ラ

ン
ド

ブ
ラ

ジ
ル

エ
ス

トニ
ア韓
国

デ
ン

マ
ー

クチ
リ

ア
イ

ス
ラ

ン
ド

ニ
ュ

ー
ジ

ー
ラ

ン
ド

ス
ロ

バ
キ

ア

メキ
シ

コ

OEC
D平

均

（%）

日本

 

9.5%

※ＯＥＣＤ「図表でみる教育～ＯＥＣＤインディケータ2008」より作成

 

（調査年は2005年（ただしカナダは2004年、チリは2006年）
（注）私費負担に含まれるデータは国により

 
異なるが、我が国では、私費負担に占め

 
る家計負担の割合が、就学前教育段階で

 
は約７割、高等教育段階では約８割。

公財政支出 私費負担

44.3%

80.2%

55.7%

19.8%

33.7%

73.1%

66.3%

26.9%

日本

OECD

［就学前教育段

 
階］

［高等教育段階］

日本

OECD

わが国の教育支出の政府支出に占める割合は
ＯＥＣＤ加盟２８ヶ国中２７位

就学前教育段階と高等教育段階では、教育投資における一人当たり公財

 
政支出が低く、私費負担の割合が高い

○教育支出に占める公財政支出と私

 
費負担の割合

教育費負担の軽減について（２）
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OECDが「Education at a Glance 2008」作成のために収集した

 

データを元に文部科学省が推計。教育機関に対する公財政支

 

出（購買力平価により調整）を在学者数で除したもの。

就学前教育

 

初等中等教育

 

高等教育

７



11.0%
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31.4%

43.9%
49.4%
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○親の収入と

 
高校卒業

 
後の進路

○授業料と消費者物価指数の推移（指数化後）
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（H9 78万人→H19 142万人）
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（人）

要保護児童生徒数

準要保護児童生徒数

要保護及び
準要保護児童生徒数

親の収入が多いほど、大学進学率が高い傾向

大学授業料は、過去３０年間で物価指数と比べて大きく上昇
（消費者物価指数が２倍になったのに対し、国立大学授業料は１５倍に、私

 
立大学授業料は４．５倍に）
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(%)在学費用 世帯年収に対する在学費用の割合

○年収階級別にみた世帯の在学費用と世帯年収に対する在学費用の割合

※日本政策金融公庫「教育費負担の実態調査」（平成20年）より

特に低所得者層において教育費負担が重く圧し掛かっている

（小学校以上に在学中の子供全員にかかる在学費用と、その年収に対する割合）

格差の固定化への懸念家計負担の現状

（年度）

（進路・進学の割合）

※東京大学大学院教

 

育学研究科大学経

 

営・政策研究セン

 

ター「高校生の進路

 

追跡調査

 

第1次報告

 

書」（2007年9月）より

 

（調査年は2005年）

教育費負担の軽減について（３） ８



【幼児教育の無償化】
幼稚園費等の軽減に対するニーズは高い
（前掲資料参照）

○臨時交付金の活用による幼稚園就園、義務教育就学の支援の充実
○授業料減免等に関する緊急支援（都道府県による高校の授業料減免・奨学金事業の充実について、基金を創設し支援）

○奨学金事業の拡充（大学生等への緊急採用奨学金の貸与人数を倍増(約8,000人)、返還困難者について10万人まで猶予可能となるよう対応）

 
等

［補正予算案での緊急対応］

授業料減免や奨学金事業など、幼児教育から高等教育にわたる教育費負担軽減のため

 の施策の更なる充実

（参考）基本方針２００８（２０年６月２７日閣議決定）

幼児教育の将来の無償化について、歳入改革にあわせ

 
て財源、制度等の問題を総合的に検討しつつ、当面、就

 
学前教育についての保護者負担の軽減策を充実するな

 
ど、幼児教育の振興を図る。

（参考）教育振興基本計画（２０年７月１日閣議決定）

特に小学校就学前段階や高等教育段階では、家計負

 
担を中心とした私費負担が大きい。・・ＯＥＣＤ諸国など諸

 
外国における公財政支出など教育投資の状況を参考の

 
一つとしつつ、必要な予算について財源を措置し、教育

 
投資を確保していくことが必要・・

幼児教育は生涯にわたる人格形成の基礎

諸外国は無償化がトレンド

◆安定財源を確保の上、国民が実感できる少子化対策としての幼児教育の無償化や高等教育段階

 の教育費負担軽減など、教育費の在り方について抜本的な改善を図り、保護者の所得に左右され

 ない教育の機会を保障することが必要（文科大臣の有識者懇談会でも検討）。

◆当面の経済状況への対応として格差の固定化の解消に向けた教育費負担の軽減が必要。

○幼児教育の効果に関する米国の比較実験結果

49%

65%

60%

36%

15%

45%

40%

55%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

14歳での基本的な学習到達

高校卒業

40歳で年収2万ドル以上

40歳までに逮捕歴5回以上

(%)
質の高い幼児教育を実施したグループ

未実施のグループ
［出典］Starting Strong Ⅱ;EARLY CHILDHOOD 

EDUCATION AND CARE(OECD,2006)
Source;Schweinhart,L.andJ.montie(2004),”Significant 

Benefits:The High/Scope Perry,Pre-school Study 
through 

Age40”,High/Scope Ecucational Research 
Foundation

安心社会実現のためには、公教育の再生とともに、次のような教育投資の充実が必要。

【高等教育段階の教育費負担】

45.3%

41.7%

36.8%

38.4%

17.9%

19.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２０年度

平成１９年度

修学が
著しく困難（不可能）

修学が困難 修学は可能であるが
家庭からの給付、
アルバイトが不可欠

○奨学金が受けられなかった場合の

 
学生生活への影響

※日本学生支援機構の奨学金を受けている者のアンケート調査より

教育費負担の軽減について（４） ９



年齢０ ３ ６ ９ １２ １５ １８ ２２歳

年齢層別の教育費等の主な負担軽減策

就学援助
（学用品、学校給食、修学旅行費等。５８万円／９年

 

間）
※要保護・準要保護の平均。地方＋国費の額。

義務教育教科書無償給与
（教科書費の平均：小学校３千円／年、中学校４．５千

 

円／年）

(独)日本学生支援機構奨学金事業
（・無利子（大学・私立自宅外）：３、６．４万円／月か

 

ら選択）
（・有利子（大学）：３、５、８、１０、１２万円／月から選

 

択）

［幼稚園］ ［小学校］ ［小学校］ ［中学校］ ［高校］ ［大学］

義務教育の無償
（国公立学校における義務教育は無償（授業料不徴収））

奨学金事業
（・高校奨学金：

全都道府県で実施
月額例

自宅：国公立1.8万円、
私立3万円／月）

授業料の減免
（・すべての国立大学法人に減免制度あり。運営費交付金の算定

 

にあたって考慮）
（・私立大学が行う減免措置に対して、国が1/2以内を補助）
（・都道府県立高校の授業料減免を全ての都道府県で実施）
（・私立高校等が行う減免措置への都道府県の補助に対して、国

 

が1/2以内を補助）

幼稚園就園
奨励費補助

・生活保護世帯
公立２万円、

私立１５万円／

 

年
・市町村民税所得

 

割非課税世帯
私立１２万円／

 

年
（地方＋国費の額）

２１年度：3人目

 

以降の無償化を

 

実現
（注）対象は、夫婦

 

と子ども2人の世帯

 

で、年収680万円

 

以下の場合。

給与型の経済的支援
（・TA（ティーチング・アシスタント）：

 

一人当たり月額4.3万円）
（・RA（リサーチ・アシスタント）：一人

 

当たり月額5万未満52.8％、15万以

 

上20.3％）

［大学院］

義務教育費国庫負担金

 

1兆6483億円

私立高等学校等経常費助成費等補助

 

1039億円

地 方 財 政 措 置

私立大学等経常費補助
3218億円

※この他負担軽減策として、
税制措置：扶養控除（38万円の所得控除）等

福祉施策：児童手当（３歳未満一律１万円、３歳以上：第２子まで５千円、第３子以降１万円／月）
生活保護：生業扶助（高等学校等就学費）で高校の授業料等を支給（平成17年度から）

 

等

国立大学法人運営費交付金
1兆1695億円（△118億円）

学校への

主な支援

教育費負担の軽減について（５） 10



外国人の子どもへの就学支援について（１）

資料：文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査（平成１９年度）」

※「日本語指導が必要な外国人児童生徒」とは、日本語で日常会話が十分にできない児童生徒及び日常

 

会話ができても、学年相当の学習言語が不足し、学習活動への参加に支障が生じており、日本語指導が

 

必要な児童生徒を指す。
※数字は各年９月１日現在。

11

日本語指導が必要な外国人児童生徒数は急速に増大

図表２ 日本語指導が必要な外国人児童生徒の数の推移
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公立の小・中・高等学校等に在籍している外国人児童生徒は、数

 
年減少傾向にあったが、平成１８年度以降は増加傾向にある。

図表１ 公立学校に就学する外国人児童生徒の推移

資料：文部科学省「学校基本調査」
※数字は各年５月１日現在。
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外国人の子どもへの就学支援について（２）

外国人の子弟の増加及びそれに伴う課題

２１年度予算額

 

３００百万円（２２３百万円）

委嘱地域：１９地域４７市町村

○就学促進員の活用や、教育委員会と関係
機関等との連携による就学支援を実施
・外国人に対する学校説明会
・企業と連携した就学啓発活動
・外国人登録部局と連携した就学相談

 

等

①
渡
日
後

①
渡
日
後

日本の学校制度

 
が分からない

○初期指導教室（プレクラス）の実施
・日本の学校生活への適応指導
・挨拶、ひらがな、カタカナ等の基本的な日本語指導
・基礎的な学習の指導

 

等

②
入
学
前
・

 

入
学
直
後

 

②
入
学
前
・

 

入
学
直
後

日本語が分から

 
ない

○域内の学校への日本語指導の際の補助や学校と保護者との連絡調
整等を行う際に必要な外国語が使える支援員等を配置

○地域・学校での受入体制の整備
・帰国・外国人児童生徒教育の拠点となるセンター校の設定
・域内の小中学校に対する巡回指導の実施

・放課後の補充学習（宿題の指導等）

 

等

③
入
学
後

③
入
学
後

授業が分から

 
ない

帰国・外国人児童生徒の学校における受入体制の在り方や

不就学の外国人の子どもに対する就学促進に関するモデル事業を実施。

①日本の学校制度を知らないまま入国する外国人の増加
②外国人の居住実態が不確定、就労環境、親の意識の違いによる不就学の外国人の子どもの出現
③公立学校に就学する帰国・外国人児童生徒の増加による日本語指導が必要な児童生徒の増加

公立学校

 の受入体

 制の一層

 の充実
効果的な

 就学促進

 方策の推

 進

全

国

の
教
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会

・
教
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現

場

等
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国

の
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委
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会

・
教

育

現

場

等
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果
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元
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開

 催

 等

 ）
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「生活者としての外国人」のための日本語教育事業

・外国人住民が地域社会で孤立することなく生活していくために、日本語能力を身に付けることが必要
・そのため、外国人労働者問題関係省庁連絡会議等の各種会議において、「日本語教育の大幅な拡充」を指摘

・地域の日本語教室で講師として活用

 
できるよう退職教員及び日本語能力を

 
有する外国人を対象とした研修を実施

・全国40箇所で実施

日本語能力を有する外国人等を対象

 
とした日本語指導者養成【 ４８百万円】

・我が国に滞在する「生活者としての

 
外国人」のための日本語教室を設置

・全国40箇所で実施

外国人の円滑な社会生活の促進外国人の円滑な社会生活の促進

「生活者としての外国人」のための日

 
本語教室の設置運営【 ７６百万円】

・地域で日本語指導にあたるボランティ

 
アの実践的能力の向上を図るための研

 
修を実施

・全国30箇所で実施

ボランティアを対象とした実践的研修
【

 

４５百万円】

日系人等を中心に日本語能力が十分でないこと等から、地域社会との間で摩擦が発生！

平成２１年度予算額

 

１７７百万円

（

 

前 年 度 予 算 額

 

１４８百万円 ）

このほか、日本語教育の上級指導者研修【６百万円】を実施

外国人の子どもへの就学支援について（３）

「生活者としての外国人」のための日本語教育事業の実施
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